
令和 7年度第 1回野田市人権・男女共同参画推進審議会 

  次 第 

 

日時：令和７年８月１日(金) 

午後２時開会 

場所：野田市役所８階大会議室 

 

１ 開 会 

 

市長挨拶 

 

会長挨拶 

 

２ 議 題 

（１） 野田市におけるパートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の導入について（諮問） 

（2） 人権教育・啓発に関する野田市行動計画の進捗状況等及び第４次野田市男女共同 

参画計画の施策の進捗状況並びに成果目標の達成状況について（報告） 

 

３ その他 

 

４ 閉 会 



 

 

野福人 第３３号 

   令和７年８月１日 

 

 野田市人権・男女共同参画推進審議会 

 会長 横川 しげ子 様  

 

 

野田市長  鈴 木  有 

 

 

諮 問 書 

 

 野田市人権・男女共同参画推進審議会条例第２条の規定に基づき、下記の事項

について、貴審議会に諮問します。 

 

記 

 

（諮問事項） 

野田市におけるパートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の導入について 



 

 

 

（諮問趣旨） 

 本市におきましては、人権教育・啓発に関する野田市行動計画(第３次改訂版)

の基本理念にある「市民一人一人が尊重され安心して暮らせる地域社会」を目

指し、性的少数者への理解を深めるための様々な施策に取り組んでおります。 

 今回諮問させていただきます「パートナーシップ・ファミリーシップ届出制

度」は、平成 27年に初めて渋谷区が導入した、いわゆる同性婚に関する自治体

独自の法定外の制度ですが、国において同性婚法制化の動きが進まない中で、

全国的に、同制度を導入する自治体が急増しております。 

 本市の同制度に対する基本的な考え方は、同制度は法定外のため、その効果

は限定的であることから、国が同性婚の法制化を図るべきとするものです。た

だし、同性婚の法制化にあたっては、国民生活に影響する多くの法的課題を整

理することが必要と考えており、単純に法制化を求めるものではなく、どのよ

うな形、内容で法制化を図るべきかを国が国民に示し、国民的議論を経たうえ

で、法制化を図るべきものと考えております。この点において、同制度の導入

は、ある意味で、国の動きを減速させるとの危惧もあり、本市では、これまで、

同制度を導入してこなかった経緯があります。 

 一方、一人一人の同性パートナーの人権の観点からは、同制度を導入すべき

と考えておりますが、導入の時期は、国が具体的な法制化への動きを見せた時

が最適であろうと考えております。 

そのような状況の中、各地でおこされた同性婚訴訟において、高等裁判所が、

相次いで違憲の判断を示し、最高裁においても、令和６年３月、同性パートナ

ーについても犯罪被害者給付金の対象となる「事実上婚姻関係と同様の事情に

あった者」に含まれると判断したことから、国における議論が具体化するかと

期待しておりました。しかし、国は、「同性婚制度は、国民生活の基本にかかわ

るものであり、国民一人一人の家族観とも密接に関わるものであるため、国民

各層の意見、国会における議論、同性婚訴訟の状況などについて注視していく

必要がある」と、国会で答弁しており、残念ながら、同性婚訴訟における最高

裁判断が示されるまでは、具体的な国の動きは無いと考えております。 

国が述べる国民一人一人の家族観については、令和７年大阪高裁判決におい

ても、「同性婚を許容し、あるいはこれを推し進める必要があるとの国民意識の

高まりや社会情勢の変化はここ数年顕著であるものの、伝統的婚姻観を有する

国民も相応に存在する」と指摘しています。 

したがいまして、本市におけるパートナーシップ・ファミリーシップ届出制

度の導入については、まず、同制度の導入の可否、時期も含めて、本審議会に

おいて、慎重にご審議いただくことが重要と考え、諮問するものです。 
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議題１ 

野田市におけるパートナーシップ・ファミリーシップ届出制度 

の導入について 

 

 

１ 日本における同性婚の法的位置付け 
  

民法など現在の日本の法律では、同性婚を法律婚として認めていません。この

ため、法律婚で享受できる法律上の保護や支援を受けることがでません。 

 異性婚であるが婚姻届を提出しない事実婚も法律婚ではありませんが、同性

婚との決定的違いは、事実婚は本人の意思によるものですが、同性婚は、婚姻届

を提出しようとしても受理されないことです。さらに、事実婚については、「事

実上婚姻関係と同様の事情にあった者」として、法律婚に準じた取り扱いが認め

られるようになってきております。 

 

① 行政サービス  

内 容 法律婚の夫婦 事実婚 同性婚 

税金関係 

・配偶者控除 

・相続税の配偶者軽減 

あり なし なし 

住民登録 

（住民票の記載） 

夫 

または 

妻 

夫（未届） 

または 

妻（未届） 

同居人 

公営住宅の入居要件 対象 対象 対象外 

救急搬送証明書 
委任状 

不要 

委任状 

必要 

委任状 

必要 

り災証明書等 
委任状 

不要 

委任状 

必要 

委任状 

必要 

分家住宅の建築 可能 可能 不可 
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②社会生活 

 法律婚の夫婦 事実婚 同性婚 

健康保険 

(扶養親族になる) 
可能 可能 不可 

賃貸住宅入居 可能 可能 
家族として扱われ

ない場合がある 

住宅ローン 可能 
一部の金融機関で

可能 

家族として扱われ

ない場合がある 

医療機関におけ

る病状説明や手

術への同意等 

可能 

家族として扱われ

ない場合がある 

 

本人の同意により

家族として扱う場

合がある 

家族として扱われ

ない場合がある 

 

本人の同意により

家族として扱う場

合がある 

 

２ 自治体によるパートナーシップ・ファミリーシップ届出制度(以下「パート

ナーシップ制度」と言います。)の導入 
 

同制度は、同性婚の法制化が進まない中で、自治体の行う法定外の制度であり、

法定婚でないために享受できない保護やサービス（民間含む）を、可能な範囲で

享受できるようにする制度です。 

 平成 27年に初めて渋谷区が導入して以降、全国的に導入する県や市町村が急

増しており、令和７年５月 31日時点で 530の自治体が導入し、人口カバー率は、

全人口の 92.5パーセントに達しています。東葛北部地区では、本年２月に我孫

子市、４月に鎌ケ谷市が導入し、本市を除くすべての市が導入しております。 
 

（パートナーシップ制度で享受できる公共サービス） 

番号 利用可能な公共サービス 自治体数 導入自治体 

1 市営住宅の申し込み 19 千葉市、市川市、船橋市、木更津市、

松戸市、佐倉市、習志野市、柏市、 

市原市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷

市、君津市、富津市、浦安市、袖ケ浦

市、春日部市、杉戸町、守谷市 

2 県営住宅の申し込み ― 制度実施自治体 
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番号 利用可能な公共サービス 自治体数 導入自治体 

3 罹災証明書、罹災届出証明書の

申請、発行 

7 船橋市（火災）、木更津市、 

市原市（火災）、流山市（火災除く）、

君津市（火災）、袖ケ浦市 

吉川市 

4 救急搬送証明書の代理申請 6 市川市、木更津市、市原市、君津市、

富津市、袖ケ浦市 

5 犯罪被害者の家族に対する支援 

犯罪被害者等見舞金 

1 

1 

千葉市、鎌ケ谷市 

春日部市 

６ パートナーシップ弔慰金申請 １ 千葉市 

７ 市立病院での利用（面会、見取り

等） 

5 千葉市、船橋市、松戸市、柏市 

守谷市 

８ 市立病院以外での利用 3 千葉市、佐倉市（制度案内）、 

市原市（一部医療機関のみ） 

 

（パートナーシップ制度で享受できる民間サービス）東京都ホームページより抜粋 

番号 民間サービス 主な事業者 内容 

1 携帯電話 NTTドコモ 

KDDI 

Softbankなど 

「家族であることを利用の条件」とする各

種サービスの対象にパートナーシップ制

度利用者が含まれる。 

※社によってサービス名は異なるが、 

いずれも家族割引において適用 

2 生命保険 明治安田生命保険

ほか 

「パートナーシップ証明書」の写し等の提

出により、原則、同性パートナーを受取人

に指定することについてスムーズな手続

きが可能になる。 

３ 損害保険 三井住友海上火災

保険株式会社ほか 

火災保険、傷害保険の「配偶者」の定義に

同性パートナーを含める。 

４ 自動車保険 三井住友海上火災

保険株式会社ほか 

事実上婚姻関係と同様の事情にある同

性パートナーを配偶者として扱う。 

 

３ 同性婚訴訟 
  

各地で同性婚訴訟（同性婚を認めていない民法、戸籍法の規定は憲法に違反す

るにもかかわらず、国が立法措置を講じていないことが違法）がおき、地方裁判

所の段階では判断が分かれていたが、５つの高等裁判所では、現在までに出され

た判決すべてにおいて、違憲との判断が示されました。 
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（憲法第 13条） 

 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する

国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上

で、最大の尊重を必要とする。 

（憲法第 14条） 

 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又

は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

（憲法第 24条第１項） 

 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有すること

を基本として、相互の協力により、維持されなければならない。 

（憲法第 24条第２項） 

 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関

するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立

脚して、制定されなければならない。 
 

４ 犯罪被害者給付金に関する最高裁判断 
  

犯罪被害者給付金の対象となる「事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」に

ついて、事実婚と同様、同性婚も含まれるとする判断が、令和６年３月に最高裁

で出されました。 

 この判断を受け、国では、「事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」と同一

文言、又は類似文言を含む法令について検証し、24 の法令については「含まれ

る」と判断し、130 の法令については、「更なる検討を要する」との結果となっ

ております。 

裁判所 札幌 東京 福岡 名古屋 大阪 

判決日 
令和６年

３月14日 

令和６年 

10 月 30 日 

令和６年 

12 月 13 日 

令和７年

３月７日 

令和７年

３月25日 

幸福追求権 

憲法第 13条 
合憲 合憲 違憲 合憲 合憲 

法の下の平等 

憲法第 14条 
違憲 違憲 違憲 違憲 違憲 

婚姻の自由 

憲法第 24条第 1項 
違憲 合憲 合憲 合憲 合憲 

個人の尊厳に立脚 

した法制定 

憲法第 24条第 2項 

違憲 違憲 違憲 違憲 違憲 

国家賠償請求 控訴棄却 
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「含まれる」とされた 24の法令 

法令名 所管省庁 

特定秘密の保護に関する法律 内閣府 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 内閣府 

重要経済安保情報の保護及び活用に関する法律 内閣府 

犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律 
内閣府 

犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律施行令 
内閣府 

オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関す

る法律 
内閣府 

国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施す

る財産の凍結等に関する特別措置法 
内閣府 

国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律 内閣府 

特定複合観光施設区域整備法 内閣府 

児童虐待の防止等に関する法律 内閣府 

債権管理回収業に関する特別措置法 法務省 

民事執行法 法務省 

借地借家法 法務省 

少年の保護事件に係る補償に関する法律 法務省 

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律 法務省 

少年院法 法務省 

少年鑑別所法 法務省 

出入国管理及び難民認定法 法務省 

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第十六条第八号に規定す

るやむを得ない事由を定める政令 
法務省 

公営住宅法 国土交通省 

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 国土交通省 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 国土交通省 

高齢者の居住の安定確保に関する法律 
国土交通省 

厚生労働省 

公営住宅法施行令 国土交通省 

「更なる検討を要する」とされた法令…別添資料⑤のとおり 

 

５ 同性婚法制化に関する国の動き 
 

 各地の高裁で同性婚を法制化しないのは違憲との判断が示され、前記犯罪被

害者給付金訴訟における最高裁判断がなされた後も、国に同性婚法制化に対す

る具体的動きはみられません。 
 

（令和７年１月国会答弁） 

「同性婚制度は、国民生活の基本にかかわるものであり、国民一人一人の家族

観とも密接に関わるものであるため、国民各層の意見、国会における議論、同

性婚訴訟の状況などについて注視していく必要がある」 
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６ 同性婚法制化に対する国民意識 
 

 令和７年３月大阪高裁判決では、平成 27年以降の各種調査結果（別添資料⑥

参照）から、同性婚法制化を受け入れる社会環境が整い、国民意識も醸成されて

いるといえる」と判断していますが、本市が５年 11月に実施した人権・男女共

同参画に関する市民意識調査の結果（別添資料⑦参照）をみると、「LGBTQ など

の性的少数者の人権を守るためには、どのようなことが必要か」の問いに対し、

「法律等を強化する」を選択したものが前回 18.3 パーセントから 10.6 パーセ

ントと大幅に減少するなど、少なくとも野田市の調査結果からは、市民意識が醸

成されているとの判断は難しい結果となっています。 
 
（令和７年３月大阪高裁判決抜粋） 

平成 27 年以降に行われたマスメディアや学者らによる同性婚制度に対する

賛否を問う世論調査では、全てにおいて賛成が反対を上回り、年を追うごとに

賛成の割合が高まる傾向が見られ、若い世代ほど賛成の意見が多く、これから

の社会の在り方として、性的指向が同性に向く者らの多くが求めている同性婚

の法制化を受け入れる社会環境が整い、国民意識も醸成されているといえる。 

 

７ パートナーシップ制度導入に対する野田市の基本的考え方 
 
 パートナーシップ制度については、国が同性婚法制化を図らなければ、本当の

意味での人権の保障にはならないと考えておりますが、国が同性婚を法制化し

ない場合、同性パートナーの人権上の観点から、早期に導入すべきと考えており

ます。 

 一方、前記４の犯罪被害者給付金最高裁判断後も、国は同種法令の検証は開始

したものの同性婚法制化に対しては、これまでと同様、具体的な動きがみられな

いことからも、パートナーシップ制度導入は、ある意味で、結果として、国の同

性婚法制化の動きを減速化させてしまうことも危惧しています。 

しかし、同性婚の法制化にあたっては、国民生活に影響する多くの法的課題を

整理する必要があり、どのような形、内容で法制化するかを国民に示し、国民的

議論を経た上で法制化を図るべきと考えておりますので、現状を考えると、一定

の期間は要すると考えております。 

このため、野田市においても、国が法制化するまでの間、パートナーシップ制

度を導入する方向で考えています。 

しかし、導入にあたっては、パートナーシップ制度及び同性婚法制化に対する

市民の理解と協力が不可欠となりますが、前記６における野田市調査結果から

は、同性婚法制化及びパートナーシップ制度導入についての市民の理解を判断

することは難しいため、まず、「同性婚法制化及びパートナーシップ制度導入」

に絞った市民意識調査を実施し、その結果を踏まえた上で、パートナーシップ制

度導入の可否及び時期についてご審議いただきたいと考えています。 
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資料⑥ 婚姻及び同性婚に対する国民意識等 

(令和７年大阪高等裁判所判決文より引用） 

資料⑦ 野田市人権・男女共同参画に関する市民意識調査結果（抜粋） 

 



 

 

資料① 

 

○市の計画における性的少数者の取組等について 

 

  現行の計画では、パートナーシップ・制度に関する施策等は無く「ＬＧＢＴなどの

性的少数者の人権擁護を図る」としております。 

 

◇人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第３次改訂版） 令和２年３月策定 

基本理念：市民一人一人が尊重され安心して暮らせる地域社会 

基本課題：様々な人権課題など 

 

◎性的少数者の人権 

 

【現状・課題】 一部抜粋 

また、「いわゆるＬＧＢＴなどの性的少数者の人権を守るためには、どのよう

なことが必要だと思いますか」との問いに対して、「正しく理解するための教育

や啓発を行う」と回答した方が 34.3％と最多で、次いで「各自治体や企業など

の取組により、社会全体の意識を高める努力をする」が 18.6％となっている

ことから、ＬＧＢＴなどの性的少数者という理由で偏見や差別することなく、人

それぞれの生き方を尊重する社会を実現するため、家庭、学校、地域、職場な

ど社会のあらゆる分野において、啓発活動の充実を図る必要があります。 

学校においては、身体の性、心の性、社会的な性、好きになる性の４つのもの

さしで多様な性を認め、お互いに尊重し合うことが大切であることを学校人権

教育の中で扱っています。 

 

【取組の方針】 

ＬＧＢＴなどの性的少数者の人権擁護を図るため、今後も継続して市民への

啓発に取り組みます。 

学校においては、教職員が適切に対応できるよう啓発や研修に取り組むと

ともに、児童生徒への教育を推進します。 

 

【主な取組】 

・様々な場面を活用したＬＧＢＴなどの性的少数者の人権擁護を図るための

市民への啓発の推進 

・「学校人権教育指導者養成講座」や「新規採用教職員研修」など、様々な場面

を活用したＬＧＢＴなどの性的少数者研修会等の実施 

 



 

 

◇第４次野田市男女共同参画計画 令和２年３月策定 

 

基本目標Ⅰ：人権尊重と男女平等が確保された社会づくり 

 

【基本課題Ⅰ 人権尊重意識の啓発】 一部抜粋 

グローバル化の進展に伴い、ＬＧＢＴなどの性的少数者（セクシュアル・マイノ

リティ） についての社会的認知度も高まりつつある一方、ヘイトスピーチと呼

ばれる国籍、民族、性等の属性を理由に、人種や社会的マイノリティを否定する

言葉の暴力も発生しています。ＬＧＢＴなどの性的少数者を始めとして、マイノリ

ティの人間としての尊厳に対し、人々への理解の促進を図ることが必要です。 

 

【施策の方向 １）人権尊重意識の啓発】 一部抜粋 

また、ＬＧＢＴなどの性的少数者等あらゆる人権についての理解の促進に取

り組みます。 
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